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平成 28 年試験

論 文 式 試 験 問 題

会 計 学〔午前〕

注 意 事 項
1　試験開始の合図があるまで，この問題冊子や筆記用具に触れないでください。触れた場合
は，不正受験とみなすことがあります。
2　試験中の使用が認められたもの以外は，全てかばん等の中にしまい，足元に置いてください。衣
服のポケット等にも入れないでください。試験中の使用が認められているものは，次のとおりです。
筆記用具，算盤又は電卓（基準に適合したものに限る。），時計又はストップウォッチ（計時機
能のみを有するものに限る。），ホッチキス，定規及び耳栓
使用が認められたもの以外を机上及び机の中に置いている場合は，不正受験とみなすことが
あります。試験中，試験官が必要と認めた場合は，携行品の確認をすることがあります。
3　携帯電話等の通信機器の取扱いについては，試験官の指示に従ってください。指示に従わな
い場合は，不正受験とみなすことがあります。
4　試験官の指示に従わない場合，また，周囲に迷惑をかける等，適正な試験の実施に支障を来
す行為を行った場合は，不正受験とみなすことがあります。
5　不正受験と認めた場合は，直ちに退室を命ずることがあります。
6　試験時間は 2時間です。
7　試験開始の合図により，試験を始めてください。
8　試験問題及び答案用紙は必ず机上に置いてください。椅子や机の下等には置かないでください。
9　この問題冊子は，1頁から 15 頁までとなっています。試験開始の合図の後，まず頁を調べ，
印刷不鮮明，落丁等があれば黙って挙手し，試験官に申し出てください。
10　答案用紙は問題冊子の中ほどに挿入してあります。
11　答案は配付した答案用紙の所定欄に記載し，欄外には記載しないでください。答案作成に当
たっては，ボールペン又は万年筆（いずれも黒インクに限る。）及び修正液・修正テープ（白色に
限る。）を使用してください。
12　受験番号シールは，試験開始の合図の後，各答案用紙の左上の所定欄に貼付してください。
各問の答案用紙が複数枚のものについては， 1 枚目だけでなく， 2 枚目以降にも受験番号シー
ルを貼付してください。
13　答案用紙は必ず切取り線で切り離した上で提出してください。ホッチキスを使用した場合に
は，針を外した状態で提出してください。
14　問題に関する質問には一切応じません。
15　試験開始後 60 分間及び試験終了前 10 分間は，答案用紙の提出及び試験室からの退室はでき
ません。それ以外の時間に中途退室する場合には，必ず挙手し，試験官が答案用紙を受け取り
確認するまで席を立たないでください。
16　試験中，やむを得ない事情で席を離れる場合は，挙手の上，試験官の指示に従ってください。
17　試験終了の合図とともに直ちに筆記用具を置き，答案用紙を裏返してください。試験終了後
に答案用紙や筆記用具に触れた場合は，不正受験とみなすことがあります。試験官が答案用紙
を集め終わり指示するまで絶対に席を立たないでください。
18　問題冊子は，試験終了後，持ち帰ることができます。
なお，中途退室する場合には，問題冊子の持ち出しは認めません。問題冊子が必要な場合
は，各自の席に置いておきますので，試験終了後，速やかに取りに来てください。
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当社は個別原価計算を採用してきた。これまで顧客からの注文に応じて製品を製造して規

模を拡大させてきた。当初は生産品目が多かったが，最近では生産品目は絞られ，また，受

注生産から見込生産へ移行している。そこで今，組別総合原価計算への移行を検討してい

る。次の〔資料〕に基づき，下記の 問 1 〜 問 7 に答えなさい。

〔資料〕

1．当月の製造指図書別原価計算表� （単位：円）

No.301 No.501 No.701

前月までの原価：

　直接材料費 910,000 ― ―

　直接労務費 990,000 ― ―

　製造間接費 各自計算 ― ―

当月製造費用：

　直接材料費 各自計算 各自計算 各自計算

　直接労務費 各自計算 各自計算 各自計算

　製造間接費 各自計算 各自計算 各自計算

備　考 前月着手，当月末
完成，引渡し済み

当月着手，当月末
完成，引渡し済み

当月着手，当月末
仕掛中

2．直接材料の当月出庫

出庫票No. 材料種類 数　量 単　価 金　額 製造指図書No.

No.101 Ｂ 1,200 kg 1,500 円 / kg 1,800,000 円 No.501

No.102 Ｃ 1,500 kg 1,800 円 / kg 2,700,000 円 No.701

（注）直接材料は実際価格で出庫している。

問題 1
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3．直接工の当月就業時間� （単位：時間）

No.301 No.501 No.701 合　計

段 取 時 間 　110 　240 　300 　650

加 工 時 間 1,430 3,400 2,600 7,430

間接作業時間 ― ― ― 　370

手 待 時 間 ― ― ― 　130

（注）直接工の前月および当月の実際消費賃率は 1,500 円 / 時間である。

4．製造間接費を配賦するための条件

製造間接費は直接作業時間を配賦基準として予定配賦している。配賦差異は製造間接費勘定か

ら製造間接費配賦差異勘定に振り替えている。製造間接費の変動予算は次のとおりである。な

お，月間の基準操業度は 8,000 時間である。

月間固定費 変 動 費 率

間接材料費  3,820 千円 　500 円 / 時間

間接労務費  7,960 千円 1,400 円 / 時間

間 接 経 費  4,220 千円 　900 円 / 時間

合　計 16,000 千円 2,800 円 / 時間

また，当月の製造間接費実際発生額は 39,000 千円である。

5．組別総合原価計算を適用するための条件

製造指図書No.301，No.501 およびNo.701 で製造している製品は組別製品であり，それぞ

れを製品Ｘ，ＹおよびＺと呼ぶ。直接材料費と直接労務費は組直接費とし，他の原価要素は組間

接費とする。組間接費は直接作業時間を基準として組製品に配賦する。材料は全て工程の始点で

投入されている。製造指図書No.301 の前月末の加工費進捗度は 30 ％である。製造指図書

No.701 では，投入材料の 3分の 2 は完成品に使用されており， 3分の 1 は加工費進捗度 40 ％

の仕掛品に使用されている。投入材料から減損や仕損は一切生じていない。仕掛品の評価は平均

法による。

個別原価計算を行う場合の仕掛品勘定を完成させなさい。なお，計算結果に端数が生じる場

合，円未満を四捨五入すること。

製造間接費について差異分析を実施し，総差異，予算差異および操業度差異を求めなさい。

なお，答案用紙の（　　）内の借方又は貸方のいずれかを○で囲みなさい。また，計算結果に端

数が生じる場合，円未満を四捨五入すること。

問 1

問 2
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製造間接費の差異分析を固定予算で行った場合の総差異，予算差異および操業度差異を求め

なさい。なお，答案用紙の（　　）内の借方又は貸方のいずれかを○で囲みなさい。また，計算

結果に端数が生じる場合，円未満を四捨五入すること。

当社では基準操業度を予算操業度で決定していると仮定した場合， 問 2 の操業度差異は

どのように理解すべきか，説明しなさい。

当社での組直接費の把握において，いかなる情報がいかなる帳ひょうにおいて記録されてい

ることが不可欠であるのかについて説明しなさい。

組別総合原価計算を行う場合の製品Ｘ，ＹおよびＺの当月完成品総合原価を求めなさい。な

お，計算結果に端数が生じる場合，円未満を四捨五入すること。

製造指図書No.701，つまり製品Ｚの当月の生産について，仕損が発生していたとする。こ

のとき，個別原価計算から組別総合原価計算への移行により，どのように計算事務が簡略化さ

れるか，説明しなさい。ただし，仕損品の評価額はゼロとする。

問 3

問 4

問 5

問 6

問 7
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次の経理部長と課長（原価計算担当）との対話，および〔資料〕に基づき，下記の 問 1 〜

問 5 に答えなさい。

経理部長：　「Ｈ工場では 4月からやっと甲製品の生産を開始したね。準備に苦労した標準原価計算

も実施しているのだったね。ところでこれまで実施してきた見積原価計算と 4月から開始

した標準原価計算とでは何がどのように違っているのかね。」

課　　長：　「はい，見積原価計算と標準原価計算とは，原価を予定するという点で共通ですが，原

価の予定の仕方が異なっています。見積原価計算では原価を　　　　で予定するのに対し

て，標準原価計算では原価を　　　　で予定します。ただ見積原価計算にも　　　　とい

うメリットがあり，その果たしてきた役割を否定することはできないと思います。見積原

価計算には標準原価志向的見積原価計算もありました。我が社の見積原価計算もそのよう

なものの一種だったと思います。」

経理部長：　「なるほど我々の先輩もよく考えてきたのだね。ところで標準原価計算制度にはいくつ

かのタイプがあると聞いているが，どのような標準原価を我が工場では採用したのかな。」

課　　長：　「はい，今回は我が国の原価計算基準に従って，現実的標準原価を採用することにしま

した。ただ近年では，理想標準原価の意義と特徴を評価して，こちらを採用する傾向も現

れてきております。」

経理部長：　「なるほどそのような考え方もあるのだね。さて 4月から生産を開始した甲製品だが，

直接材料の価格差異はいくらになっているのだね。」

課　　長：　「はい，直接材料については，その購入時点で標準価格を適用する方法を採用すること

にしましたので，受入価格差異はそれぞれお示ししたとおりで，その総額は（　①　）と

なっています。ただこれは特に異常なものではないと判断しております。」

経理部長：　「それではこの差異は会計年度末にどのように処理されるのかね。」

課　　長：　「我が国の原価計算基準に従って，それは（　②　）および（　③　）に配賦されることに

なっています。」

経理部長：　「直接材料の消費数量差異はどうなっているのかね。」

課　　長：　「直接材料消費数量差異は，Ｘ材料では（　④　），Ｙ材料では（　⑤　），Ｚ材料では�

（　⑥　）となっています。」

経理部長：　「数量差異は更に原料歩留差異と（　⑦　）にも分析されるそうだね。」

課　　長：　「はい，そうです。また同様な手法で直接労務費差異を賃率差異と時間差異に区分し，

その時間差異を労働能率差異と（　⑧　）に分析することができ， 4月の労働能率差異の金

額は（　⑨　）であり，（　⑧　）の金額は（　⑩　）になっています。」

経理部長：　「ではその（　⑨　）と（　⑩　）の差異分析はどのように理解すればよいのかね。」

課　　長：　「はい， 4月は直接労務費の差異は生じていませんが，　　　　。」

経理部長：　「そういう状況なのか。対応策も考えないと駄目だね。それでは製造間接費の差異分析

問題 2

Ａ

Ｂ
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はどのようになっているのかな。いやむしろもっと本質的な質問をしてみたい。製造間接

費に対する原価管理方法は，製造直接費に対するそれと比較した場合，どのような特徴を

持っているのかを簡潔に説明してくれないか。」

課　　長：　「 ，そして当工場では，公式法による変動予算を採用しております。」

経理部長：　「なるほど，では製造間接費の具体的な差異分析方法としてはどのようなものがあるの

かな。」

課　　長：　「はい，これまで二分法，三分法，四分法という差異分析の方法が開発され，使用され

てきましたが，四分法による差異分析方法が優れていると言われています。また，二分法

は実務でよく用いられているようです。」

経理部長：　「では， 4月のＨ工場での生産・原価データを用いて，製造間接費の差異分析を四分法

により計算し，二分法と四分法を比較して説明してくれたまえ。」

課　　長：　「はい，分かりました。」

〔資料〕

1．甲の原価標準データ

直接材料費

　Ｘ材料 2 kg × ＠ 2,500 円 ＝  5,000 円

　Ｙ材料 5 kg × ＠ 1,500 円 ＝  7,500 円

　Ｚ材料 8 kg × 　＠ 500 円 ＝  4,000 円

直接労務費 5時間 × ＠ 1,200 円 ＝  6,000 円

　内訳：熟練工 2時間 × ＠ 1,500 円 ＝  3,000 円

　　　　見習工 3時間 × ＠ 1,000 円 ＝  3,000 円

製造間接費（基準操業度：年間 360,000 直接作業時間）

　変動費 5時間 × 　＠ 330 円 ＝  1,650 円

　固定費 5時間 × 　＠ 240 円 ＝  1,200 円

　合計 25,350 円

2．生産実績データ

4月から生産を開始した甲製品の完成品は 4,500 個であり，仕掛品は 1,000 個（加工費進捗度

50 ％）であった。

Ｃ

Ｄ
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3．原価実績データ（ 4月）

直接材料費（工程の始点で全て投入される）

　Ｘ材料 11,500 kg × ＠ 2,500 円 ＝ 28,750,000 円

　Ｙ材料 27,480 kg × ＠ 1,500 円 ＝ 41,220,000 円

　Ｚ材料 44,100 kg × 　＠ 500 円 ＝ 22,050,000 円

直接労務費

　熟練工  8,000 時間 × ＠ 1,500 円 ＝ 12,000,000 円

　見習工 18,000 時間 × ＠ 1,000 円 ＝ 18,000,000 円

製造間接費

　変動費  8,800,000 円

　固定費  7,200,000 円

直接材料の購入費用

　Ｘ材料 11,550 kg × ＠ 2,600 円 ＝ 30,030,000 円

　Ｙ材料 27,500 kg × ＠ 1,600 円 ＝ 44,000,000 円

　Ｚ材料 44,200 kg × 　＠ 550 円 ＝ 24,310,000 円

文中（　①　）〜（　⑩　）に当てはまる最も適切な金額又は語句を記入しなさい。なお，金額

については答案用紙の（　　）内に有利又は不利を明記しなさい。

下線部Ａについて，見積原価計算と標準原価計算の相違点を指摘し，見積原価計算が保有し

ていたメリットを述べなさい。

下線部Ｂについて，時間差異を区分して分析した結果の課長の説明を述べなさい。

下線部Ｃについて，製造間接費に対する原価管理方法を製造直接費に対する原価管理方法と

比較して述べなさい。

下線部Ｄについて，①四分法による製造間接費の差異分析を実施し，予算差異，変動費能率

差異，固定費能率差異および不働能力差異を求めなさい。また，②上記の金額を用いて四分法

と比較した二分法の特徴を述べなさい。なお，金額については答案用紙の（　　）内に有利又は

不利を明記しなさい。

問 1

問 2

問 3

問 4

問 5
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Ｘ社は，商品の仕入・販売を営む企業である。次の〔資料Ⅰ〕〜〔資料Ⅲ〕に基づき，下記の
問 1 〜 問 5 に答えなさい。なお，（　＊　）については各自推定すること。

〔資料Ⅰ〕　　　　　　　　　　　　　　　　　貸借対照表
（単位：万円）

資 産 2014 年度末 2015 年度末 負債・純資産 2014 年度末 2015 年度末

現 金 1,242 1,350 買 掛 金 2,178 2,130
売 掛 金 2,520 2,700 短期借入金 1,680 2,160
商 品 780 870 未払法人税等 312 240
前 渡 金 90 120 未 払 費 用 120 90
前 払 費 用 78 60 長期借入金 1,200 1,710
建 物 3,390 3,900 資 本 金 2,100 2,100

利益剰余金 510 570

8,100 9,000 8,100 9,000

（注）�当期純利益は 2014 年度が 468 万円，2015 年度が 360 万円である。

〔資料Ⅱ〕　2015 年度中の取引
1．商品仕入高は 12,690 万円であり，そのうち，現金仕入は 3,600 万円，掛仕入は 9,000 万円で
ある。また，前渡金支払額は 120 万円である。
2．商品売上高は 18,000 万円であり，そのうち，現金売上は 6,000 万円，掛売上は 12,000 万円で
ある。掛売上は貸倒れがないものとする。
3．営業費の現金支払額は 3,972 万円である。
4．現金借入額は 3,840 万円であり，そのうち，短期借入金は 3,000 万円，長期借入金は 840 万円
である。長期借入金のうち 2015 年度中に返済期日が 1年内を迎えたものはない。
5．借入金利息 360 万円は全額が当期分であり，現金で支払った。
6．建物の売却額は 120 万円であり，帳簿価額で売却し現金で受け取った。なお，建物の除却は生
じていない。
7．減価償却費は 480 万円である。
8．前年度に関わる法人税等は未払法人税等に計上されている 312 万円のみであり，現金で支払っ
た。当年度に関わる法人税等の中間納付はないものとする。
9．2014年度の定時株主総会に関わる剰余金の処分に基づく現金支出は配当金の300万円である。

〔資料Ⅲ〕　2015 年度の定時株主総会に関わる剰余金の処分
1．配当金は 252 万円である。

2．2016 年度への繰越利益剰余金は 318 万円である。

問題 1
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次の 2015 年度の資金繰表の（ ア ）〜（ カ ）に当てはまる最も適切な金額を記
入しなさい。

資金繰表
（単位：万円）

Ⅰ　経常収支
　 1　経常収入
　　　　現金売上 6,000　
　　　　売掛金回収 （　　＊　　）
　　　　　経常収入合計 （ ア ）
　 2　経常支出
　　⑴　仕入支出
　　　　現金仕入 3,600　
　　　　買掛金支払 （　　＊　　）
　　　　前渡金 　　　 120　 （　　＊　　）
　　⑵　営業費支出 3,972　
　　⑶　支払利息支出 　　　 360　
　　　　　経常支出合計 （　　　　　）
　　　　　経常収支（　　＊　　）額 （　　＊　　）
Ⅱ　経常外収支
　 1　経常外収入
　　　　建物売却額 　　　 120　 120　
　 2　経常外支出
　　⑴　建物購入額 （　　　　　）
　　⑵　決算関係支出
　　　①　法人税等支払 312　
　　　②　配当金 　　　 300　 　　　 612　
　　　　　経常外支出合計 （　　　　　）
　　　　　経常外収支（　　＊　　）額 （　　＊　　）
Ⅲ　財務収支
　 1　財務収入
　　　　短期借入金 3,000　
　　　　長期借入金 　　　 840　
　　　　　財務収入合計 3,840　
　 2　財務支出
　　　　短期借入金返済 （ オ ）
　　　　長期借入金返済 　　　 330　
　　　　　財務支出合計 （　　　　　）
　　　　　財務収支（　　＊　　）額 （　　＊　　）

Ⅳ　差引収支（　　＊　　）額 （　　＊　　）
Ⅴ　期首現金残高 　　 1,242　
Ⅵ　次期繰越現金残高 　　 1,350　

問 1
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次の 2015 年度の資金運用表⑴および運転資金明細表の（ キ ）〜（ コ ）に当て

はまる最も適切な金額を記入しなさい。

資金運用表⑴
（単位：万円）

資金の源泉

　長期借入金の増加 510　

　利益剰余金の増加 （　　　　　）

　　合　　　計 （　　＊　　）

資金の使途

　建物の増加 　　　 510　

　　小　　　計 510　

　　運転資金への充当 （　　　　　）

　　合　　　計 （　　＊　　）

運転資金明細表
（単位：万円）

資金の源泉

　前払費用の減少 18　

　短期借入金の増加 （　　＊　　）

　　小　　　計 （　　　　　）

　運転資金の不足 （　　＊　　）

　　合　　　計 （　　＊　　）

資金の使途

　現金の増加 108　

　売掛金の増加 （　　＊　　）

　商品の増加 90　

　前渡金の増加 （　　＊　　）

　買掛金の減少 48　

　未払法人税等の減少 （　　＊　　）

　未払費用の減少 　　　　30　

　　合　　　計 （　　　　　）

問 2
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次の資金運用表⑵は年度の決算に関連する剰余金の処分を予想して，留保利益額を長期�

資金（固定資金）の源泉として示す方法で作成したものである。2015 年度の資金運用表⑵の

（ サ ）〜（ セ ）に当てはまる最も適切な金額を記入しなさい。

資金運用表⑵
（単位：万円）

固定資金

資金の源泉

　建物の売却 120　

　減価償却費 480　

　長期借入金の増加 510　

　留保利益の増加 （　　＊　　）

　　合　　　計 （　　　　　）

資金の使途

　建物の購入 （　　＊　　）

　運転資金への充当 （　　　　　）

　　合　　　計 （　　＊　　）

運転資金

資金の源泉

　前払費用の減少 18　

　短期借入金の増加 （　　＊　　）

　固定資金からの流用 （　　＊　　）

　　合　　　計 （　　　　　）

資金の使途

　現金の増加 （ セ ）

　売掛金の増加 （　　＊　　）

　商品の増加 90　

　前渡金の増加 （　　＊　　）

　買掛金の減少 48　

　未払法人税等の減少 （　　＊　　）

　未払費用の減少 　　　　30　

　　合　　　計 （　　＊　　）

問 3
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2014 年度と比較して 2015 年度の資金繰りは改善したか，悪化したか， 問 1 の資金繰表

における項目および金額を用いて答えなさい。また，資金繰りの改善又は悪化の原因について

資金繰表の区分Ⅰ〜Ⅳの金額を用いて説明しなさい。

「運転資金は短期資金，設備資金は長期（固定）資金を源泉とするのが通常である」という考え

方はＸ社において当てはまるか， 問 2 の資金運用表⑴および運転資金明細表並びに

問 3 の資金運用表⑵の項目および金額を用いて説明しなさい。

問 4

問 5
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Ａ社は工作機械用の部品ＰとＱを製造販売している。これらの部品は， 2つの製造部門と�

2 つの補助部門がある工場で製造されており，製造原価の計算には，部門別原価計算が用い

られている。Ａ社で用いられている部門別原価計算の概略は次のとおりである。

製造部門 1と製造部門 2では，直接労務費の賃率が異なり，それぞれ，1,400 円 / 時間と

1,600 円 / 時間である。補助部門 1の製造間接費は直接労務費を配賦基準として製造部門 1 �

と製造部門 2へ配賦されており，補助部門 2の製造間接費は機械運転時間を配賦基準として

製造部門 1と製造部門 2へ配賦されている。また，製造部門 1と製造部門 2における製造間

接費の部品ＰとＱへの配賦は，直接作業時間を配賦基準として行っている。

下記の〔資料Ⅰ〕と〔資料Ⅱ〕に基づき，次の 問 1 〜 問 5 に答えなさい。

次の（ ア ）〜（ キ ）に当てはまる最も適切な数値を記入しなさい。また，�

（　＊　）については，各自計算すること。なお，計算結果に端数が生じる場合，小数点第 2位

を四捨五入して小数点第 1位まで答えること。

補助部門 1から製造部門 1と製造部門 2へ配賦される額は，それぞれ，（ ア ）千

円と 6,400 千円であり，補助部門 2から製造部門 1と製造部門 2へ配賦される額は，それ

ぞれ，（ イ ）千円と 8,400 千円となる。製造部門 1において，部品ＰとＱへ配賦さ

れる製造間接費は，それぞれ，（ ウ ）千円と 2,400 千円であり，製造部門 2におい

て部品ＰとＱへ配賦される製造間接費は，それぞれ，（ エ ）千円と 6,240 千円とな

る。部品ＰとＱの直接費は，それぞれ，（ オ ）千円と 47,600 千円と計算されるの

で，部品ＰとＱの単位当たり製造原価は，それぞれ，（ カ ）円 /個と（　＊　）円 /個

となり，部品ＰとＱの売上高総利益率は（ キ ）％と 12.1 ％になる。

〔資料Ⅰ〕　今年度の生産・販売活動計画に関する情報

1．各部門の製造間接費� （単位：千円）

製造部門 1 製造部門 2 補助部門 1 補助部門 2 合計

4,300 6,000 12,000 10,500 32,800

2．製造部門 1と製造部門 2の直接作業時間� （単位：時間）

部品Ｐ 部品Ｑ 合計

製造部門 1  8,000 2,000 10,000

製造部門 2  7,000 3,000 10,000

合計 15,000 5,000 20,000

問題 2

問 1
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3．製造部門 1と製造部門 2の機械運転時間� （単位：時間）

部品Ｐ 部品Ｑ 合計

製造部門 1  2,000 1,000  3,000

製造部門 2  8,000 4,000 12,000

合計 10,000 5,000 15,000

4．販売価格，予定生産・販売数量，直接材料費

部品Ｐ 部品Ｑ

販売価格 160 円 / 個 160 円 / 個

予定生産・販売数量（年間） 600,000 個 400,000 個

直接材料費 80 円 / 個 100 円 / 個

今年度のＡ社の売上は，予定より多かった。この売上高の伸びは，Ａ社に相応の利益をもた

らすはずであったが，実際には， 問 1 で求めた原価により計算された利益を下回るもので

あった。そこで，工場内の作業を全て点検したが，作業の不能率や無駄を見いだすことはでき

なかった。

Ａ社の会計担当者は現行の原価計算システムに問題があるかもしれないと考え，活動基準原

価計算により部品ＰとＱの原価を再計算してみることにした。そこで，活動基準原価計算の導

入に際し必要となる活動とそのコスト・ドライバーを今年度の生産計画について調査したとこ

ろ，〔資料Ⅱ〕に示される情報を得ることができた。以下の（ ク ）〜（ サ ）に当て

はまる最も適切な数値を記入しなさい。また，（　＊　）については，各自計算すること。な

お，計算結果に端数が生じる場合，小数点第 2位を四捨五入して小数点第 1位まで答えるこ

と。

段取作業のコスト・ドライバーは段取時間なので，段取時間 1時間当たりの配賦額は

（ ク ）円 /時間になり，部品ＰとＱへ配賦される段取費は，それぞれ，（ ケ ）�

千円と（　＊　）千円である。他のアクティビティについてもコスト・ドライバー当たりの

配賦率を計算でき，その結果を用いると，部品ＰとＱへ配賦される間接費の総額は，それ

ぞれ，（　＊　）千円と（ コ ）千円になる。以上より，活動基準原価計算を用いたと

きの部品ＰとＱの単位原価は，それぞれ，（ サ ）円 / 個と（　＊　）円 / 個になる。

問 2
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〔資料Ⅱ〕

1．〔資料Ⅰ〕で示した製造間接費は，①〜⑤の活動により説明できることが分かった。それぞれの

活動のコスト・ドライバーは次のとおりである。

活動 コスト・ドライバー

①　製造部門 1の生産計画・マテリアルハンドリング 製造部門 1の直接作業時間

②　製造部門 2の生産計画・マテリアルハンドリング 製造部門 2の直接作業時間

③　段取作業 段取時間

④　製造部門 1の機械メンテナンス 製造部門 1の機械運転時間

⑤　製造部門 2の機械メンテナンス 製造部門 2の機械運転時間

2．上記の活動について，その発生額と発生した部門を調査したところ，次のようになった。

（単位：千円）

活動 製造部門 1 製造部門 2 補助部門 1 補助部門 2 合計

① 　940 　　0  1,500 　　 0  2,440

② 　　0 1,000  2,500 　　 0  3,500

③ 2,260 3,900  8,000  1,000 15,160

④ 1,100 　　0 　　 0  2,500  3,600

⑤ 　　0 1,100 　　 0  7,000  8,100

合計 4,300 6,000 12,000 10,500 32,800

3．段取作業に関する情報は次のとおりである。

部品Ｐ 部品Ｑ

段取回数 1,000 回 2,000 回

段取 1回当たりの時間 　2時間 　4時間

問 1 と 問 2 で計算された部品ＰとＱの単位原価が異なる理由を，活動の利用という

点に着目し説明しなさい。

問 2 の冒頭に「この売上高の伸びは，Ａ社に相応の利益をもたらすはずであったが，実

際には， 問 1 で求めた原価により計算された利益を下回るものであった。」との記述があ

る。競合他社がＡ社と同等の技術水準を有し，部品Ｐ又はＱのみを生産しているという前提の

下で， 問 1 〜 問 3 の分析結果を参照しながら，このような状況が生じた原因について

説明しなさい。

問 3

問 4
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これまでに行ってきた分析から，コスト削減を行うためには段取作業の効率化を図ることが

必要との結論に達した。現在，段取作業を行う専従作業員を会社全体で 12 名雇用しており，

段取費のうち約半分は彼らの人件費である。そこで，段取作業の効率化を行うためのプロジェ

クトチームを編成し，その解決策を探ったところ，追加投資がほとんど必要なく部品Ｐの 1回

当たりの段取時間を 2時間から 1.5 時間へ，部品Ｑの 1回当たりの段取時間を 4時間から 2時

間へ短縮するという画期的な作業方法の開発に成功したので，次年度にこの方法を導入するこ

とにした。しかし，次年度終了後，Ａ社全体の段取費を集計してみたところ，段取費は期待し

たほど減少していないことが分かった。なぜ，このような状況が生じたのか，その理由を述べ

なさい。

問 5


